
令和７年度決算について

Ⅰ 一般会計決算概況

一般会計においては、歳入・歳出決算額は、形式収支で、4,068,016千円の黒字となり、形式

収支から翌年度へ繰り越すべき財源1,138,315千円を差し引いた実質収支も、2,929,701千円の

黒字となった。この実質収支から令和６年度の実質収支3,450,102千円を差し引いた単年度収

支は、520,401千円の赤字となり、この単年度収支から財政調整基金の積立金や繰上償還額等を

加除した実質単年度収支は、1,347,935千円の黒字となった。

また、特別会計の実質収支は、母子父子寡婦福祉資金貸付事業、後期高齢者医療事業、競輪事

業、軌道整備事業の各会計が黒字となり、公債管理、駐車場事業、まちなか診療所事業、介護保

険事業、国民健康保険事業、企業団地造成事業、牛岳温泉健康センター事業、牛岳温泉スキー場

事業、公設地方卸売市場事業、賃貸住宅・店舗事業の各会計で収支均衡となった。

【一般会計決算収支の状況】

（単位：千円）

翌年度へ 実 質

歳入総額 歳出総額 差 引 繰り越す 実質収支 単 年 度 積 立 金 繰 上 積 立 金 単 年 度

区分 (形式収支) べき財源 収 支 償 還 金 取崩し額 収 支

①－② ③－④ ⑥＋⑦＋

⑧－⑨

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

令和

７ 209,934,107 205,866,091 4,068,016 1,138,315 2,929,701 ▲520,401 1,868,336 0 0 1,347,935

年度

令和

６ 189,996,111 185,876,806 4,119,305 669,203 3,450,102 69,231 521,507 0 1,715,690 ▲1,124,952

年度
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１ 各会計別歳入歳出決算総括表

歳 入 （単位：千円、％）

区 分

令 和 ７ 年 度 令 和 ６ 年 度 比 較 増 減

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 決 算 額 増減率

一般会計 209,934,107 58.4 189,996,111 57.6 19,937,996 10.5

特別会計 149,292,794 41.6 139,728,269 42.4 9,564,525 6.8

公債管理 24,488,691 6.8 22,644,471 6.9 1,844,220 8.1

駐車場事業 318,638 0.1 325,242 0.1 ▲ 6,604 ▲ 2.0

母子父子寡婦福祉資金貸付事業 108,827 0.0 93,662 0.0 15,165 16.2

後期高齢者医療事業 13,473,426 3.8 12,743,016 3.9 730,410 5.7

まちなか診療所事業 114,704 0.0 118,800 0.0 ▲ 4,096 ▲ 3.5

介護保険事業 45,669,384 12.7 44,985,869 13.7 683,515 1.5

国民健康保険事業 31,003,945 8.6 31,039,363 9.4 ▲ 35,418 ▲ 0.1

企業団地造成事業 1,743,878 0.5 1,970,926 0.6 ▲ 227,048 ▲ 11.5

牛岳温泉健康センター事業 58,062 0.0 57,851 0.0 211 0.4

牛岳温泉スキー場事業 167,172 0.1 244,154 0.1 ▲ 76,982 ▲ 31.5

競輪事業 30,959,738 8.6 23,422,726 7.1 7,537,012 32.2

公設地方卸売市場事業 1,016,137 0.3 1,929,302 0.6 ▲ 913,165 ▲ 47.3

軌道整備事業 44,538 0.0 46,625 0.0 ▲ 2,087 ▲ 4.5

賃貸住宅・店舗事業 125,654 0.1 106,262 0.0 19,392 18.3

合 計 359,226,901 100.0 329,724,380 100.0 29,502,521 8.9
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歳 出 （単位：千円、％）

区 分

令 和 ７ 年 度 令 和 ６ 年 度 比 較 増 減

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 決 算 額 増減率

一般会計 205,866,091 58.0 185,876,806 57.1 19,989,285 10.8

特別会計 148,890,368 42.0 139,430,471 42.9 9,459,897 6.8

公債管理 24,488,691 6.9 22,644,471 7.0 1,844,220 8.1

駐車場事業 318,638 0.1 305,148 0.1 13,490 4.4

母子父子寡婦福祉資金貸付事業 76,387 0.0 76,731 0.0 ▲ 344 ▲ 0.5

後期高齢者医療事業 13,240,121 3.7 12,629,566 3.9 610,555 4.8

まちなか診療所事業 114,704 0.0 118,800 0.0 ▲ 4,096 ▲ 3.5

介護保険事業 45,664,049 12.9 44,932,333 13.8 731,716 1.6

国民健康保険事業 31,003,945 8.8 31,039,363 9.6 ▲ 35,418 ▲ 0.1

企業団地造成事業 1,743,878 0.5 1,970,926 0.6 ▲ 227,048 ▲ 11.5

牛岳温泉健康センター事業 58,062 0.0 57,851 0.0 211 0.4

牛岳温泉スキー場事業 167,102 0.1 244,154 0.1 ▲ 77,052 ▲ 31.6

競輪事業 30,847,304 8.7 23,349,974 7.2 7,497,330 32.1

公設地方卸売市場事業 1,016,137 0.3 1,929,302 0.6 ▲ 913,165 ▲ 47.3

軌道整備事業 25,696 0.0 25,590 0.0 106 0.4

賃貸住宅・店舗事業 125,654 0.0 106,262 0.0 19,392 18.3

合 計 354,756,459 100.0 325,307,277 100.0 29,449,182 9.1
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Ⅱ 企業会計歳入歳出決算総括表

（単位：千円）

会 計 名 区 分 収入済額 支出済額 差 引 額

水道事業
収益的収支 7,640,236 6,946,891 693,345

資本的収支 2,554,766 5,970,711 ▲ 3,415,945

工業用水道事業
収益的収支 493,538 318,830 174,708

資本的収支 0 59,541 ▲ 59,541

公共下水道事業
収益的収支 15,679,216 14,949,364 729,852

資本的収支 5,645,462 12,352,589 ▲ 6,707,127

病院事業
収益的収支 14,514,171 15,377,047 ▲ 862,876

資本的収支 1,174,373 1,854,396 ▲ 680,023

農業集落排水事業
収益的収支 1,438,001 1,249,182 188,819

資本的収支 112,468 682,195 ▲ 569,727
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Ⅲ 歳入決算状況

歳入決算額は、209,934,107千円で、前年度と比べ19,937,996千円、10.5％増となった。

歳入の内訳は、市税では、個人市民税が定額減税が令和６年度で終了したことや給与所得の

増加などにより27,528,921千円で前年度比13.6％増、法人市民税が製造業や金融業など主要産

業の業績が好調であったことなどにより9,657,861千円で前年度比19.8％増となり、市民税全

体では37,186,782千円で前年度比15.1％増となった。固定資産税では、家屋の新増築による増

額が滅失による減額を上回ったことなどにより32,587,270千円で前年度比1.7％増となった。

市税全体では、82,151,057千円で前年度比7.1％増となった。

また、地方交付税は、地方財政対策等により、23,403,191千円で前年度比5.6％増、市債は、

臨時財政対策債が平成13年度の制度創設以来、初めて新規発行額がゼロとなったものの、小中

学校統合校新設事業債や体育施設整備事業債、文化施設整備事業債、公民館建設事業債などの

増により、19,072,800千円で前年度比100.6％増となった。

その他の歳入としては、地方特例交付金では定額減税が令和６年度で終了したことに伴い、

396,744千円で前年度比82.9％減、国庫支出金では、低所得世帯等への給付金の終了に伴い、

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金の減があったものの、小中学校統合校新設事業費負

担金や児童手当負担金、物価高対応子育て応援手当支給事業費補助金の増などにより、

36,762,163千円で前年度比13.0％増となった。県支出金では、こども医療費助成事業費補助金

や基幹統計等調査費委託金の増などにより、14,449,655千円で前年度比9.7％増となった。

歳入の構成比については、市税39.1％、国庫支出金17.5％、地方交付税11.1％、市債9.1％

県支出金6.9％、地方消費税交付金5.8％の順となっている。
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歳 入 （単位：千円、％）

区 分

令 和 ７ 年 度 令 和 ６ 年 度 比 較 増 減

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 決 算 額 増減率

1 市税 82,151,057 39.1 76,675,600 40.4 5,475,457 7.1

2 地方譲与税 1,449,974 0.7 1,435,680 0.8 14,294 1.0

3 利子割交付金 147,346 0.1 36,085 0.0 111,261 308.3

4 配当割交付金 661,125 0.3 632,956 0.3 28,169 4.5

5 株式等譲渡所得割交付金 964,423 0.4 814,353 0.4 150,070 18.4

6 法人事業税交付金 1,463,303 0.7 1,334,402 0.7 128,901 9.7

7 地方消費税交付金 12,170,861 5.8 11,270,224 5.9 900,637 8.0

8 ゴルフ場利用税交付金 57,428 0.0 57,386 0.0 42 0.1

9 自動車税環境性能割交付金 169,614 0.1 175,252 0.1 ▲ 5,638 ▲ 3.2

10 地方特例交付金 396,744 0.2 2,322,941 1.2 ▲ 1,926,197 ▲ 82.9

11 地方交付税 23,403,191 11.1 22,164,110 11.7 1,239,081 5.6

12 交通安全対策特別交付金 45,807 0.0 47,561 0.0 ▲ 1,754 ▲ 3.7

13 分担金及び負担金 54,005 0.0 70,765 0.0 ▲ 16,760 ▲ 23.7

14 使用料及び手数料 2,471,559 1.2 2,478,407 1.3 ▲ 6,848 ▲ 0.3

15 国庫支出金 36,762,163 17.5 32,520,685 17.1 4,241,478 13.0

16 県支出金 14,449,655 6.9 13,171,028 6.9 1,278,627 9.7

17 財産収入 549,244 0.3 502,359 0.3 46,885 9.3

18 寄附金 431,856 0.2 491,982 0.3 ▲ 60,126 ▲ 12.2

19 繰入金 2,958,660 1.4 5,969,852 3.2 ▲ 3,011,192 ▲ 50.4

20 諸収入 5,983,987 2.9 3,974,495 2.1 2,009,492 50.6

21 市債 19,072,800 9.1 9,509,988 5.0 9,562,812 100.6

22 繰越金 4,119,305 2.0 4,340,000 2.3 ▲ 220,695 ▲ 5.1

合 計 209,934,107 100.0 189,996,111 100.0 19,937,996 10.5
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Ⅳ 歳出決算状況

歳出決算額は、205,866,091千円で、前年度と比べ19,989,285千円、10.8％増となった。

目的別にみると、民生費が76,618,453千円、、公債費が24,493,596千円、土木費が24,396,073

千円、総務費が24,263,704千円、教育費が24,211,662千円などとなっており、構成比は、民

生費が37.2％、公債費が11.9％、土木費が11.8％、総務費が11.8％、教育費が11.8％などと

なっている。

歳出を性質別にみると、義務的経費は、101,194,011千円で、前年度と比べ4.0％増となった。

その内訳は、人件費では、給与改定等により、29,021,561千円で前年度比3.2％増、扶助費で

は、令和６年１０月から拡充した児童手当支給事業費が通年化したことや物価高対応子育て応

援手当支給事業費の実施などにより、47,678,854千円で前年度比2.4％増、公債費では、借換

債を借りずに償還した額の増などにより、24,493,596千円で前年度比8.2％増となった。

（歳出・目的別） （単位：千円、％）

区 分

令 和 ７ 年 度 令 和 ６ 年 度 比 較 増 減

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 決 算 額 増減率

1 議会費 740,503 0.4 717,974 0.4 22,529 3.1

2 総務費 24,263,704 11.8 22,135,859 11.9 2,127,845 9.6

3 民生費 76,618,453 37.2 75,065,044 40.4 1,553,409 2.1

4 衛生費 11,788,103 5.7 11,155,749 6.0 632,354 5.7

5 労働費 888,756 0.4 858,159 0.4 30,597 3.6

6 農林水産業費 5,887,050 2.9 6,268,520 3.4 ▲ 381,470 ▲ 6.1

7 商工費 5,516,846 2.7 4,151,299 2.2 1,365,547 32.9

8 土木費 24,396,073 11.8 22,993,248 12.4 1,402,825 6.1

9 消防費 5,533,058 2.7 4,834,932 2.6 698,126 14.4

10 教育費 24,211,662 11.8 13,164,838 7.1 11,046,824 83.9

11 災害復旧費 1,528,287 0.7 1,885,120 1.0 ▲ 356,833 ▲ 18.9

12 公債費 24,493,596 11.9 22,646,064 12.2 1,847,532 8.2

合 計 205,866,091 100.0 185,876,806 100.0 19,989,285 10.8
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歳出における義務的経費の構成比は49.1％で、前年度と比べ3.3ポイント減となった。

次に、投資的経費は、普通建設事業費では小中学校費の統合校の新設事業費や体育施設管理

運営費、まちなか再生推進事業費などの増により32,581,883千円で、前年度比102.0％増、災

害復旧事業費では能登半島地震の復旧が進捗したことなどにより1,811,080千円で、前年度比

24.5％減となった。

その他、物件費は、北陸自動車道を跨ぐ鷹の橋の撤去に係る公園管理費の減や総務学校管理

事務費の減などから、22,554,869千円で前年度比8.4％減、維持補修費は、除雪経費の減など

により、3,445,525千円で前年度比1.1％減となった。

令和７年度末における地方債現在高は、一般会計で208,342,832千円、特別会計で2,549,697

千円となり、一般会計及び特別会計全体で4,485,470千円減となった。

（歳出・性質別） （単位：千円、％）

区 分

令 和 ７ 年 度 令 和 ６ 年 度 比 較 増 減

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 決 算 額 増減率

1 人件費 29,021,561 14.1 28,120,892 15.1 900,669 3.2

2 扶助費 47,678,854 23.1 46,573,738 25.1 1,105,116 2.4

3 公債費 24,493,596 11.9 22,646,064 12.2 1,847,532 8.2

義務的経費小計（１～３） 101,194,011 49.1 97,340,694 52.4 3,853,317 4.0

4 物件費 22,554,869 11.0 24,611,720 13.2 ▲ 2,056,851 ▲ 8.4

5 維持補修費 3,445,525 1.7 3,484,634 1.9 ▲ 39,109 ▲ 1.1

6 補助費等 18,837,355 9.2 18,455,499 9.9 381,856 2.1

7 普通建設事業費 32,581,883 15.8 16,126,759 8.7 16,455,124 102.0

8 災害復旧事業費 1,811,080 0.9 2,397,238 1.3 ▲ 586,158 ▲ 24.5

投資的経費小計（７～８） 34,392,963 16.7 18,523,997 10.0 15,868,966 85.7

9 積立金 5,406,193 2.6 3,048,238 1.6 2,357,955 77.4

10 投資及び出資金 2,046,990 1.0 2,081,005 1.1 ▲ 34,015 ▲ 1.6

11 貸付金 1,059,125 0.5 1,088,465 0.6 ▲ 29,340 ▲ 2.7

12 繰出金 16,929,060 8.2 17,242,554 9.3 ▲ 313,494 ▲ 1.8

合 計 205,866,091 100.0 185,876,806 100.0 19,989,285 10.8
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Ⅴ 財政指標等（普通会計）

(1) 財政力指数

地方交付税法の規定による基準財政収入額を基準財政需要額で除した数値を過去３年平均し

たもので、値が１に近いほど財政力が高いとされ、１を超えると普通交付税が不交付となる。

令和７年度の本市の財政力指数

は、0.79で前年度より0.01ポイン

ト減少した。

なお、中核市平均（速報値）は、

0.76となっている。

(2) 経常収支比率

財政構造の弾力性を判断するための指標であり、義務的経費（人件費、扶助費、公債費）をは

じめとする経常経費に、地方税、地方交付税、地方譲与税を中心とする経常的な収入が、どの程

度充当されているかをみるものである。この値が高くなるほど財政構造の弾力性が低くなって

いくと言われている。

令和７年度の本市の経常収支比

率は、92.1％で前年度より2.0 ポ

イント減少した。

なお、中核市平均（速報値）は、

92.9％となっている。。
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(3) 実質公債費比率

公債費や公債費に準ずる経費等に対して標準財政規模を基本とする額で除したものの３か年

の平均値で、公債費に係る財政負担の程度を表す指標である。地方公共団体の財政の健全化に

関する法律の規定では、この指標が25％以上である場合は「財政健全化計画」の策定を、35％

以上である場合は「財政再生計画」の策定が義務づけられている。

令和７年度の本市の実質公債費比

率は、9.4％で前年度より0.3ポイン

ト増加した。

なお、中核市平均（速報値）は、

5.2％となっている。

(4) 将来負担比率

一般会計等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高が、

標準財政規模を基本とする額に占める割合を指標化し、将来の財政負担の程度を表すものであ

る。この指標が、350％以上である場合は「財政健全化計画」の策定が義務付けられている。

令和７年度の本市の将来負担比

率は、74.9％で前年度より3.5ポイ

ント減少した。

なお、中核市平均（速報値）は、

21.2％となっている。
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Ⅵ 富山市保有の基金 （単位：円）

基金名
令和６年度末

現 在 高

令和７年度

積立金 取崩し 末現在高

財政調整基金 9,862,776,167 1,868,335,758 11,731,111,925

減債基金 9,979,008,686 2,072,321,055 598,864,000 11,452,465,741

一般廃棄物処理施設整備基金 1,333,170 8,332 1,341,502

福祉基金 1,473,985,020 10,000,000 1,483,985,020

奨学基金 101,598,354 101,598,354

文化事業基金 244,658,774 100,050,000 344,708,774

１００年積立事業基金 2,021,689 12,635 2,034,324

土地開発基金 429,049,886 2,690,220 25,809,873 405,930,233

舞台芸術振興事業基金 2,057,506,038 2,057,506,038

観光振興事業基金 3,876,000 198,000 3,678,000

都市基盤整備基金 1,603,148,647 969,252,862 2,572,401,509

佐藤記念美術館基金 139,400,000 139,400,000

路面電車事業基金 396,086,937 4,437,373 400,524,310

角川・古河記念高齢者福祉事業基金 10,103,625 63,147 10,166,772

牛岳温泉施設整備基金 5,663,015 35,393 5,698,408

ふるさとぬくもり基金 355,962,904 339,933,261 255,786,200 440,109,965

ガラス美術品等取得基金 4,941,038 30,881 4,971,919

福祉奨学基金 258,531,752 16,689,822 9,656,034 265,565,540

商工業・デザイン振興事業基金 6,021,573 37,634 1,000,000 5,059,207

栗原路子記念熱帯鳥類保全事業基金 23,606,918 147,543 3,300,000 20,454,461

富山で働き・学ぶ生き方等応援奨学基金 14,801,194 92,507 1,294,000 13,599,701

新型コロナウイルス感染症対策基金 76,667,453 461,091 30,000,000 47,128,544

薬業振興事業基金 5,007,265 31,295 5,038,560

新型コロナウイルス感染症対策利子補給事業基金 284,721,558 1,779,509 286,501,067

まち・ひと・しごと創生推進基金 70,239,401 22,472,928 92,712,329

賃貸住宅・店舗事業基金 16,479,156 42,960,038 59,439,194

国民健康保険事業基金（普通会計以外） 3,395,606,117 19,212,296 317,017,182 3,097,801,231

競輪事業基金（普通会計以外） 573,276,221 3,582,976 576,859,197

競輪施設改善事業基金（普通会計以外） 3,102,651,675 59,391,572 3,162,043,247

駐車場事業基金（普通会計以外） 317,936,561 1,987,103 10,120,000 309,803,664

介護給付費準備基金（普通会計以外） 4,717,443,053 28,599,626 191,472,579 4,554,570,100

合 計 39,534,109,847 5,564,616,857 1,731,018,935 43,367,707,769
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（１）都市計画税

【歳入】都市計画税 4,278,711 千円

【歳出】都市計画事業費等 11,739,282 千円

（一般会計） （単位　千円）

国庫支出金 地方債 その他

街 路 592,483 195,225 354,000 51 43,207

そ の 他 交 通 施 設 等 660,024 21,875 506,800 0 131,349

公 園 267,381 118,108 125,400 0 23,873

下 水 道 4,500,713 0 129,100 0 4,371,613

市 街 地 再 開 発 1,737,128 966,128 693,900 77,100 0

そ の 他 14,195 0 0 14,195 0

84,278 46,293 35,900 106 1,979

3,883,080 0 0 0 3,883,080

11,739,282 1,347,629 1,845,100 91,452 8,455,101

※都市計画税は、上記事業の実施に必要な一般財源の一部となっています。

Ⅶ　特定目的財源の使途について

　歳入の約４０％を占める市税には、使途を制限しない市民税や固定資産税などの「普通
税」と、特定の目的のために使用しなければならない「目的税」があります。
　目的税には、都市計画事業等に充てられる「都市計画税」、都市環境の整備や改善に充
てられる「事業所税」、環境衛生施設や観光施設、消防施設の整備に充てられる「入湯
税」があります。
　また、歳入の約６％を占める地方消費税交付金のうち、消費税率引き上げに伴う地方消
費税の引き上げ分については、社会保障施策に要する経費に充てるものとされています。
　「社会保障施策」とは、「社会福祉」、「社会保険」、「保健衛生」のいずれかに関す
る施策をいいます。

決算額の財源内訳

特定財源

土 地 区 画 整 理 事 業

地 方 債 償 還 額

合　　　　　　　計

区　　　　　　　分 決算額
一般財源

都 市 計 画 事 業
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（２）入湯税

【歳入】入湯税 45,680 千円

【歳出】入湯税充当事業等 1,604,775 千円

（一般会計） （単位　千円）

国庫支出金 地方債 その他

803 0 0 780 23

32,944 0 0 7,785 25,159

993,430 0 741,300 68,235 183,895

357,157 322 94,700 17,328 244,807

220,441 16,224 3,500 15,750 184,967

1,604,775 16,546 839,500 109,878 638,851

※入湯税は、上記事業の実施に必要な一般財源の一部となっています。

（３）事業所税

【歳入】事業所税 3,854,525 千円

【歳出】事業所税充当事業等 21,358,192 千円

（一般会計） （単位　千円）

国庫支出金 地方債 その他

1,833,011 593,449 920,600 3,601 315,361

129,457 39,353 56,200 2,500 31,404

4,419,283 0 0 0 4,419,283

457,310 35,209 378,900 14,852 28,349

11,989,052 2,371,347 7,748,100 126,891 1,742,714

502,076 135,075 262,000 30,542 74,459

57,345 0 0 0 57,345

149,252 0 24,300 5,036 119,916

1,821,406 1,012,421 729,800 77,206 1,979

21,358,192 4,186,854 10,119,900 260,628 6,790,810

※事業所税は、上記事業の実施に必要な一般財源の一部となっています。

決算額の財源内訳

特定財源

環 境 衛 生 施 設 の 整 備

鉱 泉 源 の 保 護 管 理 施 設

消 防 施 設 等 の 整 備

観 光 施 設 の 整 備

観 光 振 興

合　　　　　　　計

決算額の財源内訳

特定財源

道 路 、 駐 車 場 そ の 他 の 交 通 施 設 の 整 備 事 業

公 園 、 緑 地 そ の 他 の 公 共 空 地 の 整 備 事 業

水 道 、 下 水 道 、 廃 棄 物 処 理 施 設 そ の 他 の
供 給 施 設 又 は 処 理 施 設 の 整 備 事 業

河 川 そ の 他 の 水 路 の 整 備 事 業

学校、図書館その他の教育文化施設の整備事業

病 院 、 保 育 所 、 そ の 他 医 療 施
設 、 社 会 福 祉 施 設 の 整 備 事 業

公 害 防 止 に 関 す る 事 業

防 災 に 関 す る 事 業

都市計画法第１２条第１項各号に掲げる事業

合　　　　　　　計

区　　　　　　　分 決算額
一般財源

区　　　　　　　分 決算額
一般財源
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（４）地方消費税交付金（社会保障財源化分）

【歳入】地方消費税交付金（社会保障財源化分） 6,529,362 千円

【歳出】社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 66,985,492 千円

（一般会計） （単位　千円）

国庫支出金 地 方 債 そ の 他

01 社 会 福 祉 総 務 費 22,121 4,419 0 0 17,702

02 障 害 者 福 祉 費 11,984,284 4,671,489 0 3,175,094 4,137,701

03 老 人 福 祉 費 1,726,080 235,466 0 308,079 1,182,535

04 養 護 老 人 ホ ー ム 費 98,215 0 0 16,648 81,567

01 児 童 福 祉 総 務 費 1,940,545 486,412 0 451,688 1,002,445

02 児 童 措 置 費 20,742,955 12,545,375 0 3,766,418 4,431,162

03 母 子 福 祉 費 2,882,077 354,399 0 700,028 1,827,650

04 障 害 児 福 祉 費 2,371,067 1,165,320 0 578,951 626,796

05 保 育 所 費 1,543,572 179,254 0 268,095 1,096,223

07 児 童 館 費 194,483 3,348 0 3,387 187,748

01 生 活 保 護 総 務 費 59,909 45,102 0 5,336 9,471

02 扶 助 費 4,847,107 3,678,103 0 0 1,169,004

01 教育総務費 03 私 立 学 校 振 興 費 3,978 0 0 0 3,978

04 幼 稚 園 費 01 幼 稚 園 費 3,776 703 0 1,235 1,838

06 後 期 高 齢 者 医 療 費 6,905,383 0 0 944,288 5,961,095

07 介 護 保 険 費 6,675,554 186,525 0 93,263 6,395,766

08 国 民 健 康 保 険 費 2,039,189 284,465 0 830,588 924,136

02 母 子 保 健 事 業 費 628,928 273,395 0 20,834 334,699

03 成 人 保 健 事 業 費 555,648 5,653 0 12,587 537,408

04 健 康 づ く り 事 業 費 8,636 92 0 5,000 3,544

05 予 防 費 1,709,266 164,414 0 35,792 1,509,060

06 精神保健福祉対策費 8,399 1,308 0 2,562 4,529

07 衛 生 検 査 費 34,320 343 0 20,533 13,444

66,985,492 24,285,585 0 11,240,406 31,459,501

※地方消費税交付金（社会保障財源化分）は、上記事業の実施に必要な一般財源の一部となっています。

決 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

合　　　　　　　計

施
策
分
野

款 項 目 決 算 額
一 般 財 源

01 社会福祉費

03 生活保護費

10 教育費

社
会
保
険

03 民生費 01 社会福祉費

保
健
衛
生

04 衛生費 01 保健衛生費

社
会
福
祉

03 民生費

02 児童福祉費
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【歳入】森林環境譲与税 111,144 千円

（一般会計） （単位　千円）

決算額 充当額

7,110 7,110

400 400

700 700

8,701 8,701

4,000 4,000

12,431 12,431

1,071 1,071

1,000 500

4,933 4,933

8,144 4,351

4,065 1,016

445 445

22,422 14,222

51,838 2,419

54,874 32,412

9,898 3,498

7,557 7,557

4,928 4,928

150 150

300 300

204,967 111,144

Ⅷ　森林環境譲与税の使途について

 森林環境譲与税については、法令上使途を定め、市町村は森林の間伐や人材育成・担い手の確保、木材利用の
促進や普及啓発等の森林整備及びその促進に関する費用に充てなければならないとされています。森林現場に
おける諸課題にできるだけ早期に対応する必要があるため、森林管理制度の施行とあわせ、令和元年度から譲
与されています。

充当事業 備考

林業振興対策事業費
（森の四季彩フォト大賞開催費）

市内の森林、里山、農山村の人々の暮らしなどの写真を通し
て、富山市の自然の豊かさ、環境保全の必要性などを市内外に
広く発信する。

林業振興対策事業費
（とやまの木が見える家づくり推進事業費）

市内産木材の木造住宅への活用促進を図るため、目に見える箇
所に市内産木材を使用するなどの要件を満たす木造住宅の新
築・改築やリフォーム等に対して費用の一部を助成する。

林業振興対策事業費
（代替エネルギー用材等活用促進事業費）

間伐材を木質ペレット等として有効活用することにより、間伐
材の活用を促進し、低炭素社会の実現に貢献するため、間伐材
の運搬経費の一部を助成する。

森林整備事業費
（森林環境保全整備事業費）

市内の人工林の森林施業に係る個人負担を軽減することによ
り、森林整備の促進を図る。

森林整備事業費
（森のちから再生事業費）

多様な形態の里山再生活動の促進や、活動のリーダーとなる人
材を育成するとともに、市民の森づくりへの参加意欲を高め
る。

森林経営管理事業費
森林経営管理事業に関するロードマップに基づき、意向調査や
林地地番図の作成等を実施する。

林業振興対策事業費
市内森林組合の雇用環境の改善を図るため、林業労働者退職金
共済制度等に要する経費を支援する。

林業振興対策事業費
（荒廃農地等での早生樹活用モデル事業費）

里山林の利活用等の地域課題を共有する関係者間でコンソーシ
アムを設置し、荒廃農地等で成長に優れた早生樹を植栽しバイ
オマス燃料として活用するモデル事業を行う。

林業振興対策事業費
（市内産材有効利用支援事業費）

伐採木を造材・集材した箇所からトラックへ積み込む場所まで
の運搬経費に対して支援する。

森林整備事業費
（県単独森林整備事業費）

高齢級などの理由により国補助事業の対象とならない森林施業
の個人負担を軽減し、森林整備の促進を図る。

森林整備事業費
（森林病害虫対策事業費）

海岸松林における松くい虫被害の拡大を防止するために、無人
航空機を活用した薬剤散布を実施する。

森林整備事業費
（市民参加の森づくり促進事業費）

企業やボランティア団体等が取り組む森林整備活動に対して助
成する。

林道事業費
（県営林道事業費）

県による林道開設事業の市負担金等。

林道事業費
（県単独林道事業費）

林道の改良工事等を行う。

林道事業費
（林道維持管理事業費）

市が管理する林道の維持管理を行う。

林道災害復旧事業費 林道施設の災害復旧を図る。

ふれあい森林公園管理費
市内小学生が豊かな自然環境の形成等を学ぶために実施した植
樹箇所の維持管理を行う。

呉羽丘陵整備事業費
（呉羽丘陵里山再生事業費）

呉羽丘陵の竹林伐採を行う。

脱炭素化推進事業費
（ペレットストーブ導入補助事業費）

ペレットストーブ設置者に対して補助金を交付する。

立山山麓活性化事業費 立山山麓において森林セラピーを推進する団体へ助成する。

合　　　　　　　計
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